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〔原　著〕

学生と消防吏員を対象としたショアリングに関する基礎的研究

千葉　智博１）、立岡　伸章１）、中川　貴仁１）、藤原　健一２）

要　　　旨
【はじめに】近年、日本における災害の発生状況として、水害、土砂災害、地震、大雪、噴火など自然
災害における被害状況が多く、特に地震においては被害が大きい。このような災害に対して米国の救
助技術を国内に導入しようと検討がなされているが運用までにはいたっていない。
【目的】本研究は、救助訓練の経験のない学生群と現役の消防吏員である消防群を対象として、USAR
技術の一つであるショアリングの教育効果について比較検討することを目的とした。
【方法】対象者は、学生群30名、消防群27名の合計57を対象であった。学生群、消防群ともに講義室
内においてショアリングの基礎理論や作成要領を学習した後、USAR救命救助実習棟においてショア・
アッセンブリー・チームを編成しＴポスト・ショアを作成した。
【結果】両群ともにショアリング活動前後で、ショアリング習熟度に変化がみられた。この習熟度の変
化とは、ショアリングの知識・理解を示していることが示唆された。
【結論】学生群、消防群ともにショアリング活動前では習熟度は低く、ショアリング活動後では習熟度
が高くなる傾向を示した。よって、このようなショアリング教育を行うことで、知識の理解が深まる
ことがわかった。
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Ⅰ .はじめに

1．背景
近年、日本における災害は、水害、土砂災害、地震、

大雪、噴火など自然災害における被害状況が多く9）、そ
の中でも、能登半島地震、新潟県中越沖地震、岩手・宮
城内陸地震、東日本大震災、東北地方太平洋沖地震、熊
本地震など最大震度が高く人的・物的被害が甚大な被害
が発生している。また、南海トラフ地震（東海地震と東
南海・南海地震）は地震の発生が近いのではないかと考
えられている。しかしながら、地震予測は困難であるこ
とから、防災・減災に対しての諸計画を策定し対策が進
められてきた2）。このように、予測不可能である地震に
対しては、日常的に防災意識の向上、防災訓練の強化、
救助・救命等の災害応急活動が重要であると考えられ

る。南海トラフ地震が発生した場合、都市部において甚
大な被害をもたらす可能性が考えられている2）。その場
合、管轄している消防本部が被害を受け、既存の救助・
救急活動に支障をきたす、又は被害規模が広範囲である
ため資機材・部材等の不足に陥る可能性が予想される。
いつ発生するかわからない災害に対しては防災・減災に
ついて慎重に検討しておく必要がある。
海外では防災・減災、救助・救急について日本と同様

に検討が行われている。特に米国においては、洪水、ハ
リケーン、地震、原子力災害等の大災害に対して、アメ
リカ合衆国連邦緊急事態管理庁（Federal Emergency 
Management Agency, 以下：FEMA）が連邦機関、州
政府、その他の地元機関の業務を調整している。
FEMAでは都市部における災害対策として都市型災害
救助技術（Urban Search and Rescue, 以下: USAR）が
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確立している3）。このUSARは、倒壊した、又は倒壊し
そうな建物を支持するショアリング、ハンマードリルや
削岩機等を使用してコンクリートを破壊し開口するブ
リーチング、瓦礫や車両など救助活動の妨げとなる重量
物を安定化させるクリビング、重量物を持ち上げるリフ
ティング、重量物を移動させるムービング、瓦礫の下な
ど狭隘空間での救助活動を行うConfined Space Rescue
（以下CSR）の 6つからなる救助技術である。これらの
救助技術は、FEMA管轄のもと米国各地にTask Force
（訓練施設）が設置され、専門的な訓練・教育が同じレ
ベルで受けられる3）。総務省消防庁4）では米国における
これらの救助技術の導入を検討しているが、資機材・部
材の確保、訓練施設や教育訓練プログラムについて十分
とはいえないと報告している11‒14）。

2．目的
本研究は、救助訓練の経験がない学生群と現役の消防

吏員である消防群を対象として、USAR技術の一つであ
るショアリングについて講義・実習形式で実施し、実施
前後でショアリングの習熟度とTポスト・ショアの完成
度を比較することでUSAR技術の効果的な教育訓練プ
ログラムを検討するための一助とすることを目的とした。

Ⅱ．方法

1．対象
対象者は、弘前医療福祉大学短期大学部救急救命学科

の学生30名（以下：学生群）及び青森県、岩手県、秋
田県、山形県の消防吏員27名（以下：消防群）であり、
全員から研究協力の同意を得た。対象者の年齢、消防勤
続年数を表1に示した。

表1. 各群の年齢と救助活動年数

2．調査期間と実施内容
本研究は、青森県弘前医療福祉大学短期大学部救急救

命学科の講義室及びUSAR救命救助実習棟を使用して
2016年10月から2017年10月の期間に実施した。学生群
と消防群の両群には講義室内でショアリングの基礎理論
や作成要領について学習（講義形式 2コマ）させた後、

USAR救命救助実習棟においてショア・アッセンブ
リー・チーム（Tポスト・ショア作成チーム）を編成し、
各チームにTポスト・ショアを作成（実習形式 2コマ）
させた。これら講義・実習によるショアリング活動の前
後には質問紙によるショアリングの習熟度調査 1）を実
施するとともに、ショアリング技術の修得状況を判定す
るため、作成したTポスト・ショアの完成度を評価した
（図1）。

3．質問紙の内容
質問紙は、①フェイスシート、②USAR・ショアリン
グ習熟度で構成されている。①のフェイスシートには、
両群に対して氏名、年齢、性別を、消防群にはさらに消
防勤続年数及び救助年数を記入させた。②のUSAR・
ショアリング習熟度には、千葉ら 1）が実施した質問項
目を用い、USARの概念 4項目、ショアリングの理論 6
項目、ショアリングの実践 6項目について「全くわから
ない（全くできない）」から「よくわかる（よくでき
る）」の4件法で評定させた。

4．Tポスト・ショアの評価
Tポスト・ショアの評価は、ヘッダープレートとポス
トの角度及びTポスト・ショア全体の角度の 2項目とし
た（図 1）。それぞれの角度はデジタル分度器（SA-5468、
サンコスモ社製）を用いて計測した。

5．統計解析
USAR・ショアリング習熟度は、項目ごとに講義・実
習の前後比較をWilcoxonの符号付順位検定（SPSSスタ
ティックバージョン17）を用いて検討した。さらに、
USAR・ショアリング習熟度の 4 件を「わかる・でき
る」、「わからない・できない」の 2群に分け、その度数
について正確二項検定を用いて検討を行った。また、年
齢、及び消防勤続年数を対応のないt-test検定用いた。
ヘッダープレートとポストの角度とTポスト・ショア全
体の角度は、Mann-Whitney U検定を行った。なお、有
意水準は危険率 5％未満とした。

6．倫理的配慮
研究への協力は自由意志によるものとし、データは厳
重に管理し、研究目的以外に使用しないこと、個人が特
定されないようにコード化すること、協力しないことに
よる不利益がないことを対象者に書面と口頭で説明し、
研究参加の同意を得た。本研究は、弘前医療福祉大学短
期大学部研究倫理委員会の承認（申請受付番号16‒12）
を得た上で実施した。
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Ⅲ．結果

1．ショアリング習熟度
本研究では、講義・実習によって学生群と消防群の

ショアリング習熟度に変化が認められたのかを把握する
ために自己評価による質問紙を用いて検討した。その結
果、学生群におけるWilcoxonの符号付順位検定におい
て設問1）から16）までのすべての項目において有意差が
認められた（表 2）。同様に、消防群におけるWilcoxon
の符号付順位検定においても設問 1）から16）までのす
べての項目において有意差が認められた（表 3）。これ
らの結果から、両群ともに講義・実習によるショアリン
グ活動の前後でショアリングの習熟度が有意に変化した
ことがわかった。
次に、USAR・ショアリング習熟度について「わか
る・できる」、「わからない・できない」の 2群に分け、
講義・実習によるショアリング活動前と後の習熟度を分
析した（表 4、5）。学生群におけるショアリング活動
前では、すべての項目において「わからない・できな
い」が高値で有意な差が認められた。また、ショアリン
グ活動後では 1）、5）から16）までの項目で「わかる・
できる」が高値で有意な差が認められた。
一方、消防群におけるショアリング活動前では、4）、
6）、7）、11）から16）の項目において「わからない・
できない」が高値で有意な差が認められた。また、ショ
アリング活動後では 1）、5）から11）、13）から16の項
目において「わかる・できる」が高値で有意な差が認め
られた。これらの結果から、ショアリング活動前後にお

いて「わからない・できない」から「わかる・できる」
にUSAR・ショアリング習熟度が変化していることがわ
かった。

2．Tポスト・ショアの評価
本研究におけるTポスト・ショアの評価は、ヘッダー

プレートとポストの角度、Tポスト・ショア全体の角度
の 2点とした。Tポスト・ショア作成チームは、学生群
を 4チーム、消防群を 2チームの編成とした。ヘッダー
プレートとポストの角度は、学生群と消防群で有意な差
が認められなかった。Tポスト・ショア全体の角度も同
様に、学生群と消防群では有意な差が認められなかった
（表 6）。これらの結果から、学生群と消防群ではTポス
ト・ショアの完成度に統計学的に差が生じる程ではない
ことがわかった。

Ⅳ．考察

本研究では、消防勤務経験のない学生と消防に勤務し
ている消防吏員を対象とし、講義・実習によるショアリ
ング活動の効果について、ショアリング習熟度と実際に
作成したUSAR技術の一つであるTポスト・ショアの
完成度について比較検討を行った。

1．学生群と消防群におけるショアリング習熟度につ
いて

今回実施した講義・実習による 4コマのショアリング
活動は、学生群、消防群ともにショアリング習熟度が有

図1. Ｔポスト・ショアの評価位置
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表2．学生群におけるWilcoxonの符号付順位検定の結果

表3．消防群におけるWilcoxonの符号付順位検定の結果
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表6．Ｔポスト・ショアの比較
Mann-Whitney
U P

表5．消防群におけるUSAR・ショアリング習熟度の正確二項検定の結果

表4．学生群におけるUSAR・ショアリング習熟度の正確二項検定の結果
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意に向上していた。また、今回実施したショアリング活
動では、USARの概念、ショアリング理論、ショアリン
グの実践の全てにおいて習熟度が両群ともに有意に向上
しており、教育効果が認められた。特に学生群では、
ショアリング活動前においてUSAR・ショアリングに関
して「わからない・できない」と回答する学生がほとん
どであったにも関わらず、ショアリング活動後に「わか
る・できる」と回答する学生が有意に多くなっていたこ
とから、十分な教育効果が認められていると推察され
た。一方、ショアリング活動前では消防群においても
USAR・ショアリングに関する安全管理やチーム構成、
ショアリングの実践で「わからない・できない」と回答
するものが有意に多いことがわかった。つまり、日常的
に救助訓練を行っている消防群においても、ショアリン
グの習熟度にばらつきが存在していることを示している。
国内におけるショアリングの導入の意義は、救助者の

安全確保・安全管理であると考えられている4‒7）。また、
USAR技術であるショアリングは最近日本でも検討され
ているが、十分な教育訓練を行うことができないのが現
実である11‒14）。これは、国内におけるUSARの運用につ
いて検討が行われている 8、9）ものの、USAR技術には
様々な専門分野（ショアリング、ブリーチング、クリビ
ング、ムービング、CSR）が存在しており、各専門分野
を習得するためには環境が整った施設や資機材等が必要
なため、USAR専用の訓練施設を作り救助技術の向上を
図る必要があるためである。さらに、大庭ら10）は、国
内にショアリングを発展、普及させ、技術を浸透させて
いくためには、消防機関以外の協力が不可欠であり、都
道府県または国レベルで取り組んでいかなければならな
いことが課題であると述べている。この消防機関以外の
協力体制の中には救助者、資機材、環境整備等が考えら
れ、これらすべてを含めて災害に対応していくためには
多くの関連組織の相互理解、共通認識が必要である。つ
まり、国内において災害に迅速に対応するためには、行
政、消防、警察、自衛隊、その他関係する機関が連携し
て活動できる体制作りを検討する必要がある。また、共
通した救助・救急技術の拡充を図るためには、拠点都市
に訓練施設を設けて、国内版USARの運用体制や、教
育訓練の整備を行う必要があると考えられる。
本研究で実施したショアリング活動の結果からもわか

るように、ショアリング活動前では習熟度に違いがみら
れたものの、ショアリングに関する基礎理論・作成要領
の学習や実際にTポスト・ショアを作成することによっ
て、ショアリングについて理解が十分できていることが
わかった。この結果を踏まえ、災害現場で活動する組織
がUSAR技術であるショアリングの教育訓練を実施す
ることによって災害時における新たな救助体制の取り組

みが可能となり、救助技術の高度化を推進できる可能性
が十分あると考えられた。

2．学生群と消防群におけるＴポスト・ショアの完成度
本研究では、ショアリングの実践技術がどの程度修得
できたのかを判定するため、Tポスト・ショアを実際に
作成させ、ヘッダープレートとポストの角度、Tポス
ト・ショア全体の角度の 2点を評価した。その結果、学
生群と消防群のヘッダープレートとポストの角度、Tポ
スト・ショア全体の角度ともに有意差が認められず、十
分な実践技術が修得できたと推察された。しかしなが
ら、ショアリングに関する研究は極めて少なく、ショア
リングの評価方法については十分な検討がなされていな
い。総務省消防庁 5）は、ショアリングに用いる木材の
基準材料強度（圧縮、引張り、曲げ、せん断）や、木材
以外での強度、ショアリングの鉛直方向への耐荷重につ
いて検討している。その中で、ショアリングは要救助者
や救助者の安全確保技術であることを念頭に置き、訓練
や検証を行い災害現場におけるショアリングの実施体制
を構築されることが望ましいと述べている。Tポスト・
ショアを正確に作成できれば先行研究で報告されている
耐荷重を得ることができるが、ショアリング作成の経験
が浅く、正確にショアを作成できなければショアリング
自体が鉛直荷重に耐えきれず二次災害の可能性が高くな
る。そのため、本研究では、ショアリングの基礎理論や
作成要領の中でTポスト・ショアの評価である「ヘッ
ダープレートとポストの角度」、「Tポスト・ショア全体
の角度」は90度で作成するように指導を行った。その
結果、学生群、消防群ともにほぼ90度で作成している
ことから、鉛直荷重に対して先行研究で報告されている
耐荷重が得られていると推察される。このように、Tポ
スト・ショアの作成に際しては、完成度を考慮して作成
することが求められることから、ショアリングについて
の技術修得を目指した教育訓練が検討されるべきであ
る。さらに、Tポスト・ショアを設置する環境は、ホッ
トゾーン（倒壊建物内部）内での作業であることから、
建物自体の倒壊が考えられる。このことから、ホット
ゾーン内での活動時間や作業工程についても検討の余地
があるのではないかと考えている。
以上のことから、倒壊建物内部における救助活動の安
全確保を行うためには、Tポスト・ショア自体が鉛直荷
重に耐えうる高い完成度を目指すことや、倒壊建物内で
の滞在時間を考慮して迅速に活動できることが重要であ
り、これらのことを念頭においた教育訓練が必要である
と結論づけられた。



－ 7 －

Ⅴ．本研究の限界と今後の展望

本研究は学生群、消防群ともに横断的な研究であり、
経時的な変化については明らかにしていない。したがっ
て、今後は縦断的な研究を実施しUSAR・ショアリング
の習熟度の実態について更に検討していく必要がある。

Ⅵ．まとめ

本研究は、救助訓練の経験のない学生群と、現役の消
防吏員である消防群を対象としてUSAR技術の一つで
あるショアリングについて、ショアリングの習熟度や教
育効果について比較検討することを目的とした。ショア
リング活動を実施した結果、次の知見が得られた。

1．救助訓練を行ったことのない学生群、日常的に救助
訓練を行っている消防吏員両群ともにショアリング
活動前では習熟度が低いが、ショアリング活動後で
はショアリングの習熟度に向上が認められた。

2．USAR技術であるショアリングの講義・実習を行う
ことによって習熟度が向上することから、行政、消
防、警察、自衛隊に対しても教育訓練を導入するこ
とにより、新しい救助体制の構築が可能となり、救
助技術の高度化を推進できる可能性が示唆された。

3．Tポスト・ショアを設置する場所がホットゾーンで
あることから、Tポスト・ショア作成は完成度や倒
壊建物内での滞在時間を考慮した活動が重要である。
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立岡　伸章：実習指導、データ収集、データ分析
中川　貴仁：実習指導、データ収集、データ分析
藤原　健一：質問紙作成、データ分析
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